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＜連絡事項＞

・3月の当直医の変更がありましたので各自周知お願いします。

3/24（木）当直：田名部Ｄｒ→猪股Ｄｒ

　　3/25（金）外来：田名部Ｄｒ→猪股Ｄｒ
・本日9：10頃より、西B男性トイレ・東B女性トイレの断水が発生しました。朱夏へ連絡した所、「南病棟のポンプを修理中であり、いつ直るかは不明」との事でした。

トイレを使用したらその都度バケツの水で流して頂くよう患者様へはお願いしています。

＜患者様連絡事項＞

· 坂　貢様～膝の疼痛時の予測指示、ヨウフェナック1T　FK散1P

· 　　　　　　　　4/7（木）まで処方となっています。

・田名部　浩平様～現在、嗜好品は自己管理され、タバコはスタッフ管理で1日10本渡していますが、他者とのやり取りが見られないことや、本人より自己管理を希望された事から本日から全て自己管理としています。

＜注目患者様評価・検討＞

・菅井　浩子様～昨日より一時的に帰宅要求聞かれ今朝もスタッフに「退院はお願いします」と話す事あります。診察時も退院に関する発言聞かれ主治医より保護者の受け入れが整えばよいと本人へ説明されています。作業では昨日は落ち着きのなさ見られていたの事でしたが、本日は終始集中し取り組まれています。引き続き精神症状の観察を行って下さい。

・中川原　義雄様～口調の軽さや特定の患者様との過度な接触見られていますが、本日はニヤつきはありますが落ち着いて過ごされ気分の高揚は目立っていません。他者とのトラブルに注意し観察して下さい。

・坂　貢様～誇大妄想聞かれ話を切り上げる事できず、食事摂取量の不安定さも見られています。本日診察時、病状悪化の為レボトミン錠（50）（精神神経用剤）3T　3×1　7日分本日昼から処方となり以後定期となります。拒否時は服用させなくても良いと主治医より指示があります。引き続き精神症状の観察を行って下さい。昼食後薬時は手に薬を乗せ1つ1つ確認する事ありますが拒否無く服用できています。また、食事を摂れず体重減少著名に見られる為、エンシュアリキット3缶　3×1　7日分、本日昼から処方となっています。食事摂取量・体重の変化に気を付け観察して下さい。

＜安ヶ平Dr患者様ケース検討＞

・佐藤　惠圀様～本人より4/5に退院を希望されています。主治医より叔母様がよければ

大丈夫と説明あり、前回の外泊時にも退院の話をされ叔母様より近くならないと分からないとの事で、近くなったら病院へ連絡がくる予定となっています。担当者は連絡が来ないようでしたら4月に入ってから叔母様へ連絡して下さい。

・中村　勇樹様～本人より徐々に薬を減らして欲しいと希望され、来週の定期より炭酸リ

チウム錠（精神神経用剤）止めとなります。

＜SST評価・検討＞

・Aユニット～イライラ感なく落ち着いて参加することできています。外泊を気にする発

言聞かれていましたが、電話が繋がった事で安心できたと話しています。

・Aグループ～ウォーミングアップで地震についての意見を聞いています。皆様、家族の心配をされたり、電気・水道・食事が通常通り行えなかった事を理解され、地震があった日から今の現状についていろんな意見を話されています。

・Bグループ～外出・外泊のお願いをすると目標設定している方がおり、目標とは合わないが、地震の為落ち着くまでは面会も気にしなくて良いと伝える事ができたと話す方もおりそれで良い事を伝えている。

・Cグループ～全体的に目標を達成できた方が多く今後も続けていけるように頑張るとの事です。今回できなかったと振り返った方は自らできるようにしていくと話しています。

・Dグループ～目標を達成できている方に対し次回の目標はステップアップしてもいいのではないかとアドバイスしています。ほとんどの方が目標を振り返りできているとの事です。皆様最後まで集中し取り組まれています。

＜勉強会＞

· 社会福祉制度について（資料別紙）

社会福祉の制度

H23.3.23（水）　鷹場　陽子CW

≪精神障害者保健福祉手帳≫

精神障害者は厚生労働省で定める書類を添えて、その居住地の都道府県に精神障害者保健手帳の交付を申請する事ができる。

その対象は精神障害のために長期にわたり日常生活又は社会生活への制約ある者。ただし知的障害者は除く。精神障害者は手帳の交付を受けることにより税制上の優遇措置，生活保護の障害者加算，生活福祉資金の貸付，ＮＴＴ番号案内無料措置，公共交通機関の運賃割引や各種施設の利用料割引などの支援施策を受けることができます。手帳の有効期間は2年間で、手帳の更新手続きは有効期間が終了する3ヶ月前から。

1級→ 精神障害のため日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの。日常生活が1人ではできない，他の人の助けがなければ生活ができないような状態の人が該当します。 

２級→精神障害のため日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの。いつも他の人の助けを借りて生活をしているわけではないが，日常生活に困難がある人が該当します。

３級→ 精神障害のため日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか，又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必要とする程度のもの。障害は重くはないが，日常生活や社会生活に制約がある人が該当します。

≪障害者基礎年金≫

病気やけがの初診日に被保険者である人、または被保険者であった人で日本国内に住所がある20歳以上65歳未満の人が以下の要件に該当した場合、受給できます。

加入要件として、国民年金に加入している期間中に障害の原因となった病気やけがの初診日がある。また障害状態要件については障害認定日、または治らずに所信日から1年6カ月経過した日に、次の程度の障害の状態にある時。

1級→身体障害、結核、精神病などで日常生活が自分だけでは全くできない程度。

2級→身体障害、結核、精神病などで日常生活に著しい不自由をきたす程度。

納付要件については、保険料納付期間が被保険者期間の3分の2以上であること。ただし初診日が2016年前までの場合は、3分の2を満たさなくても初診日の属する前々月までの一年間に保険料の滞納がなければ受給できる。

≪障害厚生年金≫

厚生年金に加入している人が対象で、内容については障害基礎年金とかわらない。

≪特別障害給付≫

無年金障害者の救済措置。任意加入していなかった者のうち、当該任意加入期間内に初診日があり、現在障害基礎年金1、2級に該当するものとして認定を受けた者。

≪障害者自立支援法 ≫

障害者自立支援法の利用者の自己負担は、食費、高熱水火を除いてサービスに要した費用の1割負担が原則となっています。ただし世帯の所得によって支払う額の上限が設定されています。またこれまで身体･知的･精神障害別に定められていたグループホームや施設への入所費用の負担方法も一律になり、サービス利用費と食費、光熱水費の実費負担が必要になっています。それぞれの負担額に関しては減免措置が設けられています。

給付の対象者は、身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児となっています。

・居宅介護　

・重度訪問介護

・行動援護

知的障害や精神障害により行動が困難で常に介護が必要な障害者に、行動するときの危険を回避する援助や外出時の移動の補助を行います。

・児童デイサービス

・短期入所（ショートステイ）

・重度障害者等包括支援　

常に介護が必要な障害者のなかで、介護の必要性が非常に高いと認められた人には、居宅介護などの障害福祉サービスを包括的（例えば、通所サービス、訪問系サービス、ケアホームを利用する）に提供します。

・療養介護　

医療を必要とする障害者で常に介護の必要な場合、昼間に病院や施設で機能訓練、療養上の管理、看護、介護などを行います。

・生活介護

・施設入所支援

・共同生活介護（ケアホーム）

・自立訓練

自立した日常生活や社会生活ができるように、一定期間において身体機能や生活能力を向上させるための訓練を行います。

・就労移行支援

就労を希望する障害者に、一定期間における生産活動やその他の活動の機会を提供します。また、就労に必要な知識や能力の向上を目指した訓練を行います。

・就労継続支援

通常の事業所で働くことが困難な障害者に、就労の機会や生産活動の機会を提供します。利用期限は定められていません。この事業には「A型（雇用型）」と「B型（非雇用型）」があります。A型は雇用契約を結んで就労が可能と見込まれる人で、盲・聾養護学校卒業者や一般企業を離職した人が対象になります。B型は就労の機会を通して生産活動の知識や能力の向上が見込まれる人や過去に一般企業に就職していたが年齢や体力面の問題で雇用されることが困難になった人たちが対象になります。

・共同生活援助（グループホーム）

地域で共同生活を営む障害者に、住居において共同生活を営むための相談や日常生活上の援助を行います。

≪成年後見制度≫

認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々は、不動産や預貯金などの財産を管理したり、身のまわりの世話のために介護などのサービスや施設への入所に関する契約を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても，自分でこれらのことをするのが難しい場合があります。また自分に不利益な契約であってもよく判断ができずに契約を結んでしまい、悪徳商法の被害にあうおそれもあります。このような判断能力の不十分な方々を保護し、支援するのが成年後見制度です。

・法定後見制度

成年後見制度は、大きく分けると法定後見制度と任意後見制度の２つがあります。また法定後見制度は、「後見」「保佐」「補助」の３つに分かれており，判断能力の程度など本人の事情に応じて制度を選べるようになっています。法定後見制度においては，家庭裁判所によって選ばれた成年後見人・保佐人・補助人が、本人の利益を考えながら、本人を代理して契約などの法律行為をしたり、本人が自分で法律行為をするときに同意を与えたり、本人が同意を得ないでした不利益な法律行為を後から取り消したりすることによって、本人を保護・支援します。

・任意後見制度

本人が十分な判断能力があるうちに将来、判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、あらかじめ自らが選んだ代理人、任意後見人に自分の生活、療養看護や財産管理に関する事務について代理権を与える契約任意後見契約を公証人の作成する公正証書で結んでおくというものです。

≪高額療養費≫

病院などの窓口で支払う医療費を一定額以下にとどめる目的で支給される制度。1ヶ月間に同一の医療機関でかかった費用を世帯単位で合算し、自己負担限度額を超えた分について支給される。従来、自己負担限度額を超えた分について後に支給されていたが、事前に手続きをすればそもそも自己負担限度額を超えている分について医療機関に支払う必要がなくなった。入院時の食事療養、生活療養にかかる自己負担部分については計算対象とならない。また、入院時の特別料金(部屋代の差額)、歯科材料における特別料金、先進医療の先進技術部分、自費診療を受けて償還払いを受けた場合における算定費用額を超える部分など、保険外の負担についても対象外となる。
